
半 期 報 告 書

事 業 年 度 自  平成 12 年 4 月 １日

(第 91 期中) 至  平成 12 年 9 月 30 日

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社

504001





半    期    報    告    書

自 平成 12 年 4 月 1 日

至 平成 12 年 9 月 30 日

関 東 財 務 局 長   殿

平成１２年１２月１９日提出

会      社      名     日 本 証 券 金 融 株 式 会 社

英      訳      名

代表者の役職氏名     取 締 役 社 長        小       島       邦       夫

本  店  の  所  在  の  場  所     東 京 都 中 央 区 日 本 橋 茅 場 町 一 丁 目 ２ 番 １ ０ 号

電   話   番   号   東  京 ０３（３６６６）３１８４  （直通）

連    絡    者    総  務  部  長     小    野    田     明

も  よ  り  の  連  絡  場  所                       同                      上

半期報告書の写しを縦覧に供する場所

                名           称                              所         在         地

日本証券金融株式会社  札 幌 支 店         札 幌 市 中 央 区 南 一 条 西 4 丁 目 ５ 番 地

日本証券金融株式会社  福 岡 支 店         福 岡 市 中 央 区 天 神 ２ 丁 目 １ ４ 番 ２ 号

東 京 証 券 取 引 所         東 京 都 中 央 区 日 本 橋 兜 町 ２ 番 １ 号

（注）札幌および福岡の２支店は、証券取引法の規定による備付場所では

ありませんが、投資者の便宜のため、半期報告書の写しを備えるも

のであります。

（本書面の枚数：表紙共 29 枚）

Ｊａｐａｎ  Ｓｅｃｕｒｉｔｉｅｓ  Ｆｉｎａｎｃｅ   Ｃｏ．，Ｌｔｄ．

(第 91 期中)





目                  次

第一部 企 業 情 報 １頁

第１ 企 業 の 概 況 ２

１． 主 要 な 経 営 指 標 等 の 推 移 ２

２． 事 業 の 内 容 ３

３． 関 係 会 社 の 状 況 ３

４． 従 業 員 の 状 況 ３

第２ 事 業 の 状 況 ４

１． 業 績 等 の 概 要 ４

２． 対 処 す べ き 課 題 ９

３． 経 営 上 の 重 要 な 契 約 等 ９

４． 研 究 開 発 活 動 ９

第３ 設 備 の 状 況 ９

１． 主 要 な 設 備 の 状 況 ９

２． 設 備 の 新 設 、 除 却 等 の 計 画 ９

第４ 提 出 会 社 の 状 況 １０

１． 株 式 等 の 状 況 １０

(1) 株 式 の 総 数 等 １０

(2)
発 行 済 株 式 総 数 ､
資 本 金 等 の 推 移

１０

(3) 大 株 主 の 状 況 １０

(4) 議 決 権 の 状 況 １１

２． 株 価 の 推 移 １１

３． 役 員 の 状 況 １１

第５ 経 理 の 状 況 １２

〔 中 間 監 査 報 告 書 〕

１． 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 １５

(1) 中 間 連 結 財 務 諸 表 １５

(2) そ の 他 ３１

〔 中 間 監 査 報 告 書 〕

２． 中 間 財 務 諸 表 等 ３７

(1) 中 間 財 務 諸 表 ３７

(2) そ の 他 ５０

第６ 提 出 会 社 の 参 考 情 報 ５１

第二部 提出会社の保証会社等の情報 ５３





第  一  部    企    業    情    報



第１  企  業  の  概  況

１．主要な経営指標等の推移

回           次 第８９期中 第９０期中 第９１期中 第８９期 第９０期

会 計 期 間
自平成10年 4月 1日
至平成 10年 9月 30日

自平成 11年 4月 1日
至平成 11年 9月 30日

自平成 12年 4月 1日
至平成 12年 9月 30日

自平成 10年 4月 1日
至平成 11年 3月 31日

自平成 11年 4月 1日
至平成 12年 3月 31日

(1)連結経営指標等

営 業 収 益 (百万円) － － 13,112 35,741 25,584

経 常 利 益 (百万円) － － 2,692 3,282 5,346

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 (百万円) － － 2,296 1,940 3,326

純 資 産 額 (百万円) － － 120,410 113,159 116,716

総 資 産 額 (百万円) － － 6,698,885 4,247,639 6,343,189

１株当たり純資産額 (円) － － 1,018.07 956.76 986.86

１ 株 当 た り 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 (円) － － 19.41 15.97 28.12

潜 在 株 式 調 整 後 １ 株 当 た り
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

(円) － － － － －

自 己 資 本 比 率 (％) － － 3.49 6.55 4.26

営業活 動に よる キャ ッシ ュ・ フロ ー (百万円) － － △2,472 － △5,346

投資活 動に よる キャ ッシ ュ・ フロ ー (百万円) － － 668 － 7,984

財務活 動に よる キャ ッシ ュ・ フロ ー (百万円) － － △1,062 － △830

現 金 お よ び 現 金 同 等 物 の
中 間 期 末 ( 期 末 ) 残 高

(百万円) － － 3,937 － 6,804

従 業 員 数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
－
[－]

－
[－]

686
[ 40]

675
[－]

682
[ 41]

(2)提出会社の経営指標等

営 業 収 益 (百万円) 16,466 9,630 10,087 30,804 19,633

経 常 利 益 (百万円) 860 1,739 2,009 2,231 4,036

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 (百万円) 666 1,221 1,857 1,195 2,414

資 本 金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発 行 済 株 式 総 数 (株) 121,750,000 118,274,000 118,274,000 118,274,000 118,274,000

純 資 産 額 (百万円) 99,719 98,979 104,351 98,646 101,067

総 資 産 額 (百万円) 3,660,426 4,920,181 6,360,468 4,220,253 6,160,280

１株当たり純資産額 (円) 819.05 836.86 882.28 834.05 854.51

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 5.40 10.33 15.71 9.84 20.41

潜在株式調整後１株当たり
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

(円) － － － － －

１株当たり中間(年間)配当額 (円) － － － 7.00 9.00

自 己 資 本 比 率 (％) 5.70 4.59 3.35 5.80 3.95

従 業 員 数
[外、平均臨時雇用者数]

(人)
279
[－]

263
[－]

252
[ 4]

279
[  2]

259
[  4]

(注)1.中間連結財務諸表規則が新たに制定され、第 91 期中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、

     それ以前については記載しておりません。

2.営業収益（連結および提出会社とも）には、消費税等は含まれておりません。

3.自己資本比率は、以下の算式により算出しております。

  自己資本比率＝資本合計/(負債(※)・資本合計)×100(%)  ※預り担保有価証券および借入有価証券等を除く。

4.潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、転換社債等潜在株式がないため記載しておりません。

5.提出会社の第 90 期の 1 株当たり配当額 9円は、創業 50 周年記念配当 2円を含んでおります。

6.第 90 期中間期までの提出会社の従業員数には、出向者を含めて表示しております。



２．事業の内容

 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、
重要な変更はありません。また主要な関係会社に異動はありません。

３．関係会社の状況

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４．従業員の状況
(1)連結会社の状況

（平成 12 年 9 月 30 日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

証   券   金   融
     情報処理 サービス

合             計

２９２［  7］
     ３９４［ 33］

６８６［ 40］

(2)提出会社の状況
（平成 12 年 9 月 30 日現在）

従業員数(人） ２５２［  4］

（注）従業員は就業人数であり、臨時従業員数は[  ]内に当中間会計期間の平均人数を外数で記載しています。

(3)労働組合の状況
 当社に労働組合はありません。



第２  事  業  の  状  況

１．業績等の概要

(1)業績

 当中間連結会計期間におけるわが国経済を顧みますと、個人消費は回復感に乏しい状態が続いてい

るものの、企業収益が改善する中で設備投資の増加が続くなど、景気は緩やかな回復傾向を示して

います。また、極めて低い水準で推移してきた長・短金利は、８月に日本銀行がいわゆるゼロ金利

政策を解除したことを受けて若干上昇しました。

 株式市場については、期初 1,732 ポイントで始まったＴＯＰＩＸは、金融機関の持ち合い解消売り

や、米国株式市場の影響もあって値がさの情報通信、ハイテク株が大きく値を下げたことに加え、

「そごう」の民事再生法適用申請などの悪材料もあって下落歩調を辿り、９月末には 1,470 ポイン

トとなりました。東京市場における制度信用取引買い残高は、期初の３兆７千億円台から９月末に

は２兆４千億円台まで減少しました。

 当社においては、制度信用取引買い残高の急減に伴って貸借取引貸付金が減少していますが、平均

残高では前年度の中間期を上回る水準となりました。有価証券貸付業務については、債券の成約額

が前年度の中間期を上回ったものの株券貸付は若干ながら減少しました。

 この結果、当中間連結会計期間の連結営業利益は、2,061 百万円(うち当社 1,579 百万円)、同経常

利益は 2,692百万円(うち当社 2,009百万円)となりました。また、貸借取引残高の大幅減少により、

貸倒引当金を 1,588 百万円取崩す一方、退職給付債務の会計基準変更時差異（約 9 億円）のうち 2

分の 1 相当額の 451 百万円を損失に計上したことなどから連結当期純利益は、2,296 百万円(うち当

社 1,857百万円)となりました。

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりです。

○証券金融業部門

 貸借取引業務の営業収益は貸借取引貸付金利息の増収により 7,242百万円、有価証券貸付業務の

営業収益は貸付料収入の減収等により 1,595百万円となりました。この結果、証券金融業部門の

営業収益は 11,410百万円となりました。

○情報処理サービス業部門

 情報処理サービス業部門の営業収益は、1,702百万円となりました。

 なお、当中間連結会計期間は「中間連結財務諸表制度」の導入初年度であるため、前年同期との比

較分析は行っておりません。



(2)キャッシュ･フロー

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物は 2,866 百万円減少し、3,937 百

万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ･フロー)

 当社においては、主として資金の貸付および資金の調達が営業活動によるキャッシュ･フローに計

上されておりますが、当中間期の営業活動によるキャッシュ･フローは 2,472 百万円の流出超となり

ました。

(投資活動によるキャッシュ･フロー)

 主に有価証券の売却･償還等により投資活動によるキャッシュ･フローは 668 百万円の流入超とな

りました。

(財務活動によるキャッシュ･フロー)

 主に配当金等の支払い等により財務活動によるキャッシュ･フローは 1,062 百万円の流出超となり

ました。

 なお、当中間連結会計期間より「連結キャッシュ・フロー計算書」を作成しておりますので、「営

業活動」、「投資活動」及び「財務活動」による各キャッシュ・フローについては、前年同期との

比較分析は行っておりません。

(3)貸付金利等の推移

貸借取引貸付金金利

年   月   日 融資金利(注) 貸株等代り金金利 備    考

平成 12年 4月 1日現在 0.7% 0%

平成 12年 9月 30日現在 0.7% 0%
(注)平成 12年 10月５日(決済分)より融資金利を 0.85%に引き上げました。

証券会社向け一般貸付金金利

年   月   日 普通貸付 極度貸付 備    考

平成 12年 4月 1日現在 1.625% 1.375%

平成 12年 8月 30日 1.75%(+0.125%) 1.5%(+0.125%)

平成 12年 9月 30日現在 1.75% 1.5%

個人・法人向け証券担保ローン金利

年   月   日 国債担保 その他債担保 株式担保

平成 12年 4月 1日現在 2.925% 3.425% 3.675%

平成 12年 9月 30日現在 2.925% 3.425% 3.675%



 (4)当社グループ貸付金の状況
当中間連結会計期間 前連結会計年度（通期）
自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

百万円 百万円前 期 末
残 高 １，５１２，１８２ ５４４，３９１

貸 出 高 ６，２２４，２２５ １６，６７２，６３９

回 収 高 ６，８０８，５６５ １５，７０４，８４９
貸借取引貸付金

期間(年度)
末  残  高 ９２７，８４１ １，５１２，１８２
前 期 末
残 高 ５０，２２３ １２１，５８５

貸 出 高 ３６５，８６５ ６５５，４５２

回 収 高 ２２０，９７１ ７２６，８１４
公 社 債 貸 付 金

期間(年度)
末  残  高 １９５，１１８ ５０，２２３
前 期 末
残 高 ８２，７３９ １１２，８０２

貸 出 高 ７７，７６９ ２９２，６０１

回 収 高 ９３，２１２ ３２２，６６５
一 般 貸 付 金

期間(年度)
末  残  高 ６７，２９６ ８２，７３９
前 期 末
残 高 １３，７５０ １０，６００

貸 出 高 １３６，３９０ １４６，６３０

回 収 高 １３５，３８５ １４３，４８０
信託銀行貸付金

期間(年度)
末  残  高 １４，７５５ １３，７５０
前 期 末
残 高 ３７，６８４ ４１，５００

貸 出 高 ２６６，３１５ １，７００，９２５

回 収 高 ２８７，９７３ １，７０４，７４１
その他の貸付金

期間(年度)
末  残  高 １６，０２６ ３７，６８４
前 期 末
残 高 １，６９６，５７８ ８３０，８８０

貸 出 高 ７，０７０，５６６ １９，４６８，２４８

回 収 高 ７，５４６，１０７ １８，６０２，５５０
合 計

期間(年度)
末  残  高 １，２２１，０３７ １，６９６，５７８

現 先 取 引 期間(年度)
末  残  高 ９０，３１８ －

千株 千株
株   数 ８７，７６４ １６３，６７５

百万円 百万円
(参考)東京証券取引所
第 １ 部 売 買 高

金   額 １１９，３２１，４９７ ２２８，３１０，６０８



(5)当社グループ貸付有価証券の状況

当中間連結会計期間 前連結会計年度（通期）

自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

百万円 百万円
前 期 末
残 高

４０９，３２９ ４２７，９７０

貸 出 高 ９，１８２，５５４ １４，５６１，９６５

回 収 高 ９，０３２，８００ １４，５８０，６０７

貸 借 取 引
貸 付 有 価 証 券

期間(年度)末
残  高 ５５９，０８２ ４０９，３２９
前 期 末
残 高 １，１７９，９００ １，３９７，４００

貸 出 高 １９，８１８，８００ ３０，２５１，９００

回 収 高 １９，５１８，５００ ３０，４６９，４００

貸 債 券 取 引
貸 付 有 価 証 券

期間(年度)末
残  高 １，４８０，２００ １，１７９，９００
前 期 末
残 高 ４，００８ １０，２９５

貸 出 高 ７１６，８６０ １，８４６，００４

回 収 高 ７１４，３８８ １，８５２，２９１

一 般 貸 株
貸 付 有 価 証 券

期間(年度)末
残  高 ６，４７９ ４，００８
前 期 末
残 高 １，５９３，２３７ １，８３５，６６５

貸 出 高 ２９，７１８，２１４ ４６，６５９，８６９

回 収 高 ２９，２６５，６８９ ４６，９０２，２９８

合 計

期間(年度)末
残  高 ２，０４５，７６２ １，５９３，２３７



(6)当社グループ業務別営業収益の状況
当中間連結会計期間 前連結会計年度（通期）
自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

金額 百分比 金額 百分比
百万円 % 百万円 %

証 券 金 融 業 部 門 １１，４１０ ８７．０ ２１，６２７ ８４．５

貸 借 取 引 業 務 ７，２４２ ５５．２ １３，３２２ ５２．１

貸借取引貸付金利息 ３，４９９ ２６．７ ７，９３２ ３１．０

借入有価証券代り金利息 ４２８ ３．３ ５９９ ２．４

貸借取引有価証券貸付料 ３，２０４ ２４．４ ４，５３１ １７．７

公社債貸付・一般貸付業務 １，０３５  ７．９ ２，１０１  ８．２

公社債貸付金利息 ６４ ０．５ ９７ ０．４

一般貸 付金利 息 ９７０ ７．４ ２，００１ ７．８

有 価 証 券 貸 付 業 務 １，５９５ １２．２ ４，０７３ １５．９

株 券 ６６５ ５．１ １，５８３ ６．２

債 券 ９３０ ７．１ ２，４８９ ９．７

貸 債 券 取 引
有価証券貸付料

３８５ ２．９ １，７８７ ７．０

借 入 有 価 証 券
代 り 金 利 息

５４４ ４．１ ７０２ ２．７

信 託 銀 行 業 務 ８５２  ６．５ １，０６９ ４．２

信 託 報 酬 ７５  ０．６ ９８  ０．４

不 動 産 賃 貸 業 務 ４６４  ３．５ ９１２  ３．６

そ の 他 ２１８  １．７ １４７  ０．６

情報処理サービス業部門 １，７０２ １３．０ ３，９５７ １５．５

情 報 サ ー ビ ス 料 １，４９６ １１．４ ３，５１１ １３．７

機 械 賃 貸 料 １６１ １．２ ３４０ １．４

そ の 他 ４４ ０．３ １０５ ０．４

合 計 １３，１１２ １００．０ ２５，５８４ １００．０



(7)当社グループ貸付金の状況（平均残高）

当中間連結会計期間 前連結会計年度(通期)

自平成 12 年 4 月 1 日
至平成 12 年 9 月 30 日

自平成 11 年 4 月 1 日
至平成 12 年 3 月 31 日

金額 百分比 金額 百分比
億円 % 億円 %

貸 借 取 引 貸 付 金 ９，６９５ ８４．９ １０，９８２ ８５．６

公 社 債 貸 付 金 ５１９  ４．５ ５２８  ４．１

一 般 貸 付 金 ７６８  ６．７ ８１２  ６．３

信 託 銀 行 貸 付 金 １５６  １．４ １３５  １．１

そ の 他 ２７４  ２．４ ３７４  ２．９

合 計 １１，４１４ １００．０ １２，８３３ １００．０

２．対処すべき課題
 当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、
重要な変更はありません。

３．経営上の重要な契約等
 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。

４．研究開発活動
 該当事項はありません。

第３  設  備  の  状  況

１．主要な設備の状況
  当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２．設備の新設、除却等の計画
  前連結会計年度末において計画中であった日本銀行当座預金等の即時グロス決済（RTGS）（平成 13
年 1 月実施予定）にかかる対応ソフトウェアの開発は、平成 12 年 9 月にほぼ完了し、提出日現在接続
試験等を実施しております。



第４  提 出 会 社 の 状 況
１．株式等の状況

(1)株式の総数等

種       類 会社が発行する株式の総数 摘           要

普 通 株 式 160,000,000  株 (注 1）、(注 2）

計 160,000,000  株 －
(注)1.「株式を消却した場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。
なお、当中間期末までに利益により株式 5,476,000 株を消却し、当中間期末では 154,524,000 株となっております。

    2.当中間会計期間の末日後、提出日までに利益により株式 1,000,000 株を消却し、提出日現在では、153,524,000
株となっております。

発     行     数
中間会計期間末現在 提  出  日  現  在

記名・無記名の
別および額面・
無額面の別

種類
平成 12 年 9 月 30 日現在 平成 12年 12月 19日現在

上場証券取引
所または登録
証券業協会名

摘  要

記名式・額面
(券面額 50 円)

普通
株式

118,274,000  株 117,274,000  株 東京証券取引所
市  場
第１部
(注)

発
行
済
株
式

計 － 118,274,000  株 117,274,000  株 － －

(注)発行済株式は、全て議決権を有しております。

(2) 発行済株式総数、資本金等の推移

  当中間連結会計期間において、発行済株式総数、資本金等の異動はありません。

(3)大株主の状況

（平成 12 年 9 月 30 日現在）

氏 名 ま た は 名 称 住                    所
所     有
株  式  数

発行済株式総数
に 対 す る 所 有
株 式 数 の 割 合

千株 ％

株式会社日本興業銀行 東京都千代田区丸の内１の３の３ 5,913 4.99

日 興 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋兜町６の５ 4,830 4.08

野 村 證 券 株 式 会 社 東京都中央区日本橋１の９の１ 4,723 3.99

株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 東京都千代田区大手町１の１の２ 4,640 3.92

株 式 会 社 新 生 銀 行 東京都千代田区内幸町２の１の８ 4,601 3.89

株 式 会 社 富 士 銀 行 東京都千代田区大手町１の５の５ 4,331 3.66

財団法人資本市場振興財団 東京都中央区日本橋茅場町１の２の４ 3,531 2.98

株 式 会 社 大 和 証 券
グ ル ー プ 本 社

東京都千代田区大手町２の６の４ 3,165 2.67

ユービーエス エイジー ロン
ドン アジア エクイティーズ
(常任代理人ＵＢＳウォーバーグ証券)

1 FINSBURY AVENUE,LONDON EC2M 2PP,
英国（東京都千代田区大手町１の５の１）

1,995 1.68

野村信託銀行株式会社（投信口） 東京都中央区日本橋１の１の１ 1,918 1.62

計 10   名 39,648 33.52



(4) 議決権の状況

（平成 12 年 9 月 30 日現在）
議決権のある株式数議 決 権

の な い
株 式 数 自己株式等 そ の 他

単位未満
株 式 数

摘                  要発

行

済

株

式

株

－

株

1,214,000

株

115,850,000

株

1,210,000

単位未満株式数に含まれている自己株式
および相互保有株式は次のとおりであり
ます。
自己株式             235 株
相互保有株式
   日本証券代行㈱    625 株
   日本協栄証券㈱    750 株

(注)上記「議決権のある株式数」の「その他」および「単位未満株式数」の欄には、証券保管振替機構

名義の株式が、それぞれ 82,000 株および 600 株含まれております。

所有者の氏名または名称等 所  有  株  式  数

氏名または名称 住 所
自 己
名 義

他 人
名 義

計

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

摘要

株 株 株 ％

日本証券金融株式会社
中央区日本橋茅場町
１－２－１０ 1,000 － 1,000 0.00 (注)

日本証券代行株式会社
中央区日本橋茅場町
１－２－４ 680,000 － 680,000 0.57

日本協栄証券株式会社
中央区日本橋茅場町
１－２－１８ 533,000 － 533,000 0.45

自

己

株

式

等

計 1,214,000 － 1,214,000 1.02
(注)株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が 8,000 株あります。

なお、当該株式数は上記｢発行済株式｣の「議決権のある株式数」の｢その他｣の欄に含まれております。

２．株価の推移

月 別 平成12年4月 5 月 6 月 7月 8 月 9 月

最 高
円

780 628 627 633 623 622
当 事 業 年 度 中
最近６カ月間の月
別最高･最低株価

最 低
円

550 550 571 516 508 400

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３．役員の状況

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。



第５　 経　理　の　状　況

１． 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について

（１）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成  　　

１１年大蔵省令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

（２）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年

大蔵省令第３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）は、改正前の中間財務

諸表等規則に基づき、当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、改正

後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

（３）当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）は、中間連結財務諸表規

則が新たに制定され、中間連結財務諸表の作成初年度であるため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書および中間連結キャッシュ・フロー計算書については、前

中間連結会計期間との対比は行っておりません。

２．監査証明について

当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から  　

平成１２年９月３０日まで）の中間連結財務諸表ならびに前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成

１１年９月３０日まで）および当中間会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）の

中間財務諸表について、東陽監査法人により中間監査を受けております。

その中間監査報告書は、中間連結財務諸表及び中間財務諸表のそれぞれの直前に掲げてあります。



                        中 間 監 査 報 告 書

日本証券金融株式会社

    取締役社長  小島  邦夫殿

                   平成 12 年 12 月 15 日

                                        東陽監査法人

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  野口  喜一

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  小林  成祐

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  木曽  安一

当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている日本証券金融株式会社の平成 12 年 4 月 1 日から平成 13 年 3 月 31

日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成 12 年 4 月 1 日から平成 12 年 9 月 30 日ま

で）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査にお

いて当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監

査手続の一部を省略し、また、連結子会社等については、中間監査基準三に準拠して分析的

手続、質問及び閲覧等から構成される監査手続を実施した。

中間監査の結果、中間連結財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、

一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前連結会計年度

と同一の基準に従って継続して適用されており、また、中間連結財務諸表の表示方法は、「中

間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成 11 年大蔵省令第 24 号）

の定めるところに準拠しているものと認められた。

よって、当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が日本証券金融株式会社及び連結子会社

の平成 12 年 9 月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成 12 年 4 月 1 日から平成 12 年 9 月 30 日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

（注）会社は、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項及び追加情報の注記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る

会計基準が適用されることとなるため、これらの会計基準により中間連結財務諸表を作

成している。

                                                             以     上





１．中間連結財務諸表等

（１） 中間連結財務諸表

① 中間連結貸借対照表

当中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成１２年３月３１日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（資　　産　　の　　部）

百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 資　 産

１． 現 金 及 び 預 金

２． コ ー ル ・ ロ ー ン

３． 受取手形及び売掛金

４． 有 価 証 券

５． た な 卸 資 産

６． 貸 付 金

７． 貸 付 有 価 証 券

８． 保 管 有 価 証 券

９． 寄 託 有 価 証 券

10． 繰 延 税 金 資 産

11． 借入有価証券代り金

12． そ の 他

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 計

Ⅱ　固　 定　 資　 産

１． 有 形 固 定 資 産

２． 無 形 固 定 資 産

３． 投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 計

※１

※１

※１

※１

※１

※２

※１

3,896

200,000

518

163,735

12

1,311,356

2,045,762

260,441

950,476

289

1,640,578

8,284

△1,779

6,583,573

6,104

467

108,760

△20

115,312

98.3

1.7

5,985

197,000

763

751

7

1,696,578

1,593,237

239,054

1,780,304

189

782,244

1,462

△3,364

6,294,214

5,991

457

42,550

△24

48,974

99.2

0.8

資 産 合 計 6,698,885 100.0 6,343,189 100.0



当中間連結会計期間末

（平成１２年９月３０日現在）

前連結会計年度の要約連結貸借対照表

（平成１２年３月３１日現在）

　　　　　　　　　期　　　別

　科　　　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

（負　　債　　の　　部）

百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ　流　 動　 負　 債

１． 買 掛 金

２． コ ー ル ・ マ ネ ー

３． 売 渡 手 形

４． 短 期 借 入 金

５． コマーシャル・ペーパー

６． 未 払 法 人 税 等

７． 賞 与 引 当 金

８． 貸付有価証券代り金

９． 預 り 担 保 有 価 証 券

10． 借 入 有 価 証 券

11． 貸 付 有 価 証 券 見 返

12． そ の 他

流 動 負 債 計

Ⅱ　固　 定　 負　 債

１． 繰 延 税 金 負 債

２． 退 職 給 与 引 当 金

３． 退 職 給 付 引 当 金

４． 役員退職慰労引当金

５． そ の 他

固 定 負 債 計

55

762,760

11,000

280,278

168,200

1,812

547

2,019,961

1,452,787

1,792,893

11,000

72,158

6,573,454

552

-

3,111

714

641

5,020

98.1

0.1

136

567,700

-

130,353

431,500

1,359

426

1,409,924

2,303,182

1,298,414

11,000

68,053

6,222,048

-

2,913

-

868

641

4,423

98.1

0.1

負 債 合 計 6,578,475 98.2 6,226,472 98.2

（ 少 数 株 主 持 分 ）

少 数 株 主 持 分 - - - -

（資　　本　　の　　部）

10,000

5,181

102,672

2,557

10,000

5,181

101,537

-

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

資 本 金

資 本 準 備 金

連 結 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

120,411

△0

0.2

0.1

1.5

0.0

1.8

△0.0

116,719

△2

0.1

0.1

1.6

-

1.8

△0.0

資 本 合 計 120,410 1.8 116,716 1.8

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

6,698,885 100.0 6,343,189 100.0



② 中間連結損益計算書

当 中 間 連 結 会 計 期 間
自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前連結会計年度の要約連結損益計算書
自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

期　　　別

科　　　目 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比
百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 営 業 収 益 13,112 100.0 25,584 100.0

１． 貸 付 金 利 息

２． 借入有価証券代り金利息

３． 有 価 証 券 貸 付 料

４． そ の 他

5,208

992

4,262

2,648

10,914

1,307

7,924

5,438

Ⅱ 営 業 費 用 7,253 55.3 12,786 50.0

１． 支 払 利 息

２． コマーシャル・ペーパー利息

３． 有 価 証 券 借 入 料

４． そ の 他

営 業 総 利 益

1,181

154

3,826

2,090

5,858 44.7

1,460

367

6,773

4,183

12,798 50.0

Ⅲ 一 般 管 理 費 ※１ 3,796 29.0 8,605 33.6

営 業 利 益 2,061 15.7 4,192 16.4

Ⅳ 営 業 外 収 益 636 4.9 1,169 4.6

１． 受 取 利 息

２． 受 取 配 当 金

３． 持分法による投資利益

４． そ の 他

198

62

271

104

420

100

487

160

Ⅴ 営 業 外 費 用 6 0.1 15 0.1

１． 支 払 利 息

２． そ の 他

5

0

14

0

経 常 利 益 2,692 20.5 5,346 20.9

Ⅵ 特 別 利 益 1,589 12.1 78 0.3

１． 貸 倒 引 当 金 戻 入 益

２． 固 定 資 産 売 却 益

３． 持 分 変 動 利 益

４． そ の 他

1,588

0

-

0

-

45

32

-

Ⅶ 特 別 損 失 468 3.5 54 0.2

１． 固 定 資 産 除 売 却 損

２． 過年度役員退職慰労引当金繰入

３． 過 年 度 退 職 給 付 費 用

４． そ の 他

16

-

451

-

42

11

-

1

税金等調整前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

3,813

1,820

△302

2,296

29.1

13.9

△2.3

17.5

5,370

2,185

△141

3,326

21.0

8.5

△0.5

13.0



③ 中間連結剰余金計算書

当 中 間 連 結 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前 連 結 会 計 年 度 の
要約連結剰余金計算書

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

　　　　　　　　　　　期　　　別

 科　　　目
金　　　　額 金　　　　額

百万円 百万円

Ⅰ　連結剰余金期首残高

過 年 度 税 効 果 調 整 額

101,537

-

97,978

1,151

Ⅱ　連 結 剰 余 金 減 少 高

１． 配 当 金

２． 役 員 賞 与

101,537

1,064

97

99,130

827

90

Ⅲ　中間（当期）純利益

1,161

2,296

918

3,326

Ⅳ　連結剰余金中間期末（期末）残高 102,672 101,537



④ 中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間連結会計期間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前連結会計年度の要約

キャッシュ･フロー計算書

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

期　　　　別

科　　　　目
金　　　　　　額 金　　　　　　額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間（当期）純利益
減価償却費
固定資産除売却損益（△）
有価証券関係損益（△）
貸倒引当金の増減（△）額
賞与引当金の増減（△）額
退職給与引当金の増減（△）額
退職給付引当金の増減（△）額
役員退職慰労引当金の増減（△）額
受取利息及び受取配当金
支払利息
持分法による投資損益（△）
貸付金の純増（△）減
コール･ローンの純増（△）減
借入有価証券代り金の純増（△）減
コール・マネーの純増減（△）
売渡手形の純増減（△）
借入金の純増減（△）
コマーシャル･ペーパーの純増減（△）
貸付有価証券代り金の純増減（△）
貸借取引担保金の純増減（△）
売上債権の純増（△）減
たな卸資産の純増（△）減
仕入債務の純増減（△）
有価証券の取得による支出
役員賞与の支払額
そ　の　他

百万円

3,813
323
15
0

△1,588
121

△2,913
3,111
△154

△6,605
1,341
△271

385,222
△3,000

△858,333
195,060
11,000
149,925

△263,300
610,037
△1,889

244
△5
△80

△226,783
△97

△1,302

百万円

5,370
669
△2
△30
928
13
28
-

217
△12,742

1,843
△520

△865,698
△22,300
△129,149

76,850
-

117,596
370,500
413,278
21,520

9
24

△12
-

△90
7,346

小　　　計
利息及び配当金の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額

△6,109
6,358

△1,355
△1,366

△14,351
12,801
△1,864
△1,931

営業活動によるキャッシュ・フロー
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出
有価証券の売却・償還による収入
有形固定資産の取得による支出
有形固定資産の売却による収入
そ　の　他

△ 2,472

△15
1,135
△370

0
△82

△ 5,346

△29,486
38,218
△784
121
△82

投資活動によるキャッシュ・フロー
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額
そ　の　他

668

△1,064
1

7,984

△827
△2

財務活動によるキャッシュ・フロー
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

△1,062
-

△830
-

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額（又は減少額（△））
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

△2,866
6,804

1,807
4,996

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 3,937 6,804



[ 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ]

当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　 ３社

会社名

日証金信託銀行株式会社

日本ビルディング株式会社

株式会社日本事務サービス

２．持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

会社名

日本証券代行株式会社

日本電子計算株式会社

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社

会社名

日本協栄証券株式会社

株式会社ジェイ･アイ･エス

持分法を適用していない関連会社２社の合計の

中間利益および剰余金は、それぞれ中間連結利益お

よび連結剰余金に及ぼす影響が軽微であります。

(3) 持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算

日と異なる日本証券代行株式会社については、当該会

社の中間会計期間にかかる中間財務諸表を使用して

おります。

３． 連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と

同一であります。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①たな卸資産

主として個別法による原価法を採用しておりま

す。

②有価証券

満期保有目的債券…償却原価法

その他有価証券
時価のあるもの…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）

時価のないもの…移動平均法による原価法

１． 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 　　３社

子会社３社は全て連結しております。

連結子会社は、「第１ 企業の概況」の４.関係会社

の状況に記載しているため、省略しております。

２． 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数　　　２社

同　　　　　左

(2) 持分法非適用の関連会社数　　２社

同　　　　　左

持分法を適用していない関連会社２社の合計の

当期利益および剰余金は、それぞれ連結利益およ

び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であります。

(3) 持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる日本証券代行株式会社については、当該会社の

事業年度にかかる財務諸表を使用しております。

３．連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であり

ます。

４．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①たな卸資産

同　　　　　左

②有価証券

移動平均法による原価法を採用しております。



当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる額を計上しており

ます。

なお、会計基準変更時差異（889 百万円）につ

いては１年で費用処理し、当中間連結会計期間

末ではその 1/2 を計上しております。

②役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期間末における要支給額

を計上しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

定率法を採用し、主として法人税法に規定する

耐用年数により償却しております。

② 無形固定資産

定額法を採用し、法人税法に規定する耐用年

数により償却しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく定

額法を採用しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①退職給与引当金

従業員の退職金の支払に備えるため、親会社

は退職金支給規程に基づく会社都合による期末

退職金要支給額から、連結子会社は従業員の自

己都合による期末退職金要支給額から、それぞ

れ期末在籍者にかかる適格退職年金資産残高を

控除した額が退職給与引当金の期末残高となる

よう計上しております。

②役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計上しております。

また、連結子会社１社は、内規の整備を機会

に、同慰労金を在任する各期に合理的に配分し、

期間損益の適正化を図るため、当連結会計年度

より内規に基づく期末要支給額を引当計上して

おります。この変更に伴い、当連結会計年度発

生額 26 百万円は「一般管理費」に、過年度相当

額 11 百万円は「特別損失」にそれぞれ計上して

おります。この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益および経常利益は 26 百万円、

税金等調整前当期純利益は37百万円それぞれ減

少しております。

なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。



当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

③貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率（法人税法の

経過措置による法定繰入率が貸倒実績率を超え

る場合には法定繰入率）による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。

④賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込

額を計上しております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた会計処理に

よっております。

(5) 消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。

③貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、法人

税法の定める法定繰入率による限度額のほか、

個別債権について回収可能性を検討して計上し

ております。

④賞与引当金

同　　　　　左

(4) 重要なリース取引の処理方法

同　　　　　左

(5) 消費税等の処理方法

同　　　　　左

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な

預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっておりま

す。



［ 追 加 情 報 ］

当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

（退職給付会計）

当中間連結会計期間から退職給付にかかる会計基準

（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成 10 年 6 月 16 日））を適用し

ております。この結果、従来の方法によった場合と比

較して、退職給付費用は 11 百万円増加したものの、厚

生年金掛金等を調整した経常利益は 17 百万円増加し、

税金等調整前中間純利益は 434 百万円減少しておりま

す。

また、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務

債務等にかかる未払金は、退職給付引当金に含めて表

示しております。

（ソフトウェア）

前連結会計年度まで投資その他の資産の「長期前払

費用」に計上しておりました自社利用のソフトウェア

については、「研究開発費及びソフトウェアの会計処

理に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第 12 号平成 11 年 3 月 31 日）における経過

措置の適用により、従来の会計処理方法を継続して採

用しております。

ただし、同報告により上記にかかるソフトウェアの

表示については、投資その他の資産の「長期前払費用」

から無形固定資産に変更し、減価償却の方法について

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。

（税効果会計）

連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度か

ら税効果会計を適用して連結財務諸表を作成しており

ます。これに伴い、従来の税効果会計を適用しない場

合と比較し、繰延税金資産 1,293 百万円（流動資産 189

百万円、投資その他の資産 1,104 百万円）が新たに計

上されるとともに、当期純利益は、141 百万円、連結

剰余金期末残高は 1,293 百万円多く計上されておりま

す。



当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

（金融商品会計）

当中間連結会計期間から金融商品にかかる会計基準

（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成 11 年 1 月 22 日））を適用し、

その他有価証券を時価評価したことによるその他有価

証券評価差額金 2,557 百万円および繰延税金負債

1,859 百万円を計上しております。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検

討し、満期保有目的の債券およびその他有価証券に含

まれている債券のうち１年内に満期の到来するものは

流動資産の有価証券として、それら以外は投資有価証

券として投資その他の資産に含めて表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証券は 3,378 百万円増

加、投資有価証券は同額減少しております。

［注　記　事　項］

（中間連結貸借対照表関係）

当中間連結会計期間末（平成１２年９月３０日現在） 前連結会計年度（平成１２年３月３１日現在）

※1  このうち

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投資その他の資産

1,054,596 百万円

782,244 百万円

1,246 百万円

は次の債務の担保に供しております。

※1  このうち

有 価 証 券

保 管 有 価 証 券

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

流 動 資 産 そ の 他

投資その他の資産

4,000 百万円

44,700 百万円

574,862 百万円

1,640,421 百万円

4,000 百万円

30,105 百万円

は次の債務の担保に供しております。

コ ー ル ・ マ ネ ー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

206,700 百万円

103,561 百万円

736,741 百万円

コ ー ル ・ マ ネ ー

売 渡 手 形

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

447,460 百万円

11,000 百万円

118,561 百万円

1,580,098 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、貸付金の受入

担保有価証券 209,958 百万円を債務の担保に供して

おります。

なお、上記の担保提供資産のほか、貸付金の受入

担保有価証券 45,521 百万円を債務の担保に供して

おります。

※2  有形固定資産より控除した減価償却累計額は

6,731 百万円であります。

※2  有形固定資産より控除した減価償却累計額は

6,541 百万円であります。



（中間連結損益計算書関係）

当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

※1  一般管理費のうち主要な費目および金額は次のと

おりであります。

※1  一般管理費のうち主要な費目および金額は次のと

おりであります。

報酬給与等

退職給付費用

役員退職慰労引当金繰入

賞与引当金繰入

事務計算費

減価償却費

1,553 百万円

165 百万円

95 百万円

340 百万円

609 百万円

180 百万円

報酬給与等

退職給与引当金繰入

退職給与引当金戻入

役員退職慰労引当金繰入

賞与引当金繰入

事務計算費

減価償却費

貸倒引当金繰入

3,443 百万円

208 百万円

△ 51 百万円

206 百万円

244 百万円

1,210 百万円

367 百万円

938 百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成１２年９月３０日現在）

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成１２年３月３１日現在）

現金及び預金

有価証券

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

取得日から償還日までの期間が
３ヵ月を超える債券

現金及び現金同等物

3,896 百万円

163,735 百万円

△ 23 百万円

△ 163,670 百万円

3,937 百万円

現金及び預金

有価証券

流動資産その他に含まれる
買入金銭債権

預入期間が３ヵ月を超える定期預金

株式

現金及び現金同等物

5,985 百万円

751 百万円

791 百万円

△ 38 百万円

△ 686 百万円

6,804 百万円

２．営業活動によるキャッシュフローのうち有価証券の

取得による支出（226,783 百万円）は、営業上の担保使

用を目的に債券等を購入したことによるものでありま

す。



（リース取引関係）

当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

（借主側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び中間期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

（借主側）

①  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

取得価額

相 当 額

減価償却

累計額相当額

中間期末残高

相 当 額

取得価額

相 当 額

減価償却

累計額相当額

期末残高

相 当 額

車両及び運搬具 12 百万円 7 百万円 4 百万円 車両及び運搬具 12 百万円 5 百万円 6 百万円

器具及び備品 21 百万円 4 百万円 16 百万円 器具及び備品 21 百万円 2 百万円 18 百万円

合　　　計 33 百万円 12 百万円 20 百万円 合　　　計 33 百万円 8 百万円 24 百万円

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。

② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内　　　  7 百万円

１年超　　　 13 百万円

合　計　　   21 百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　   4 百万円

減価償却費相当額　　   5 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(注) 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　  7 百万円

１年超　　　 17 百万円

合　計　　   25 百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料　　   7 百万円

減価償却費相当額　　   6 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法

同　　　左



当中間連結会計期間
自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日
前連結会計年度

自 平成１１年４月　１日

至 平成１２年３月３１日

（貸主側）

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間

期末残高

（貸主側）

①  リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末

残高

取得価額
減価償却

累 計 額
中間期末残高 取 得 価 額

減価償却

累 計 額
期末残高

器具及び備品 777 百万円 452 百万円 324 百万円 器具及び備品 1,100 百万円 733 百万円 367 百万円

そ の 他 62 百万円 26 百万円 35 百万円 そ の 他 68 百万円 27 百万円 41 百万円

合　　　計 839 百万円 479 百万円 359 百万円 合　　　計 1,169 百万円 760 百万円 408 百万円

② 未経過リース料中間期末残高相当額

１年内　　　214 百万円

１年超　　　262 百万円

合　計　　  476 百万円

(注) 未経過リース料中間期末残高相当額は、未経過

リース料中間期末残高及び見積残存価額の残高の

合計額が、営業債権の中間期末残高等に占める割

合が低いため、受取利子込み法により算定してお

ります。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 150 百万円

減価償却費　　  81 百万円

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　251 百万円

１年超　　　325 百万円

合　計　　  577 百万円

(注) 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高及び見積残存価額の残高の合計額

が、営業債権の期末残高等に占める割合が低いた

め、受取利子込み法により算定しております。

③ 受取リース料及び減価償却費

受取リース料　　 319 百万円

減価償却費　　 209 百万円



〔有価証券関係〕

前中間会計期間にかかる「有価証券の時価等」および当中間会計期間にかかる「子会社及び関連会社株式で

時価のあるもの」については、中間財務諸表における注記事項として記載しております。

（当中間連結会計期間）（平成１２年９月３０日現在）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借
対照表計上額

時　　価 差　　額

百万円 百万円 百万円

(1)  国債・地方債等

(2)  社    債

(3)  そ の 他

170,768

7,024

-

170,694

6,989

-

△ 74

△ 35

-

合　　　　計 177,793 177,683 △ 110

２．その他有価証券で時価のあるもの

取　得　原　価
中間連結貸借
対照表計上額

差　　額

百万円 百万円 百万円

(1)  株    式

(2)  債    券

 国債・地方債等

 社    債

 そ の 他

(3)  そ の 他

4,125

64,636

4,950

-

-

8,498

64,610

4,964

-

-

4,372

△ 26

14

-

-

合　　　　計 73,712 78,073 4,360

３．時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

中間連結貸借
対照表計上額

百万円

(1) 満期保有目的の債券

非上場債券 525

(2) その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

非上場債券

121

4,059



（前連結会計年度）（平成１２年３月３１日現在）

〈有価証券の時価等〉

種　　　　　類
連 結 貸 借
対照表計上額 時　　価 評価損（△）益

百万円 百万円 百万円

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

686

-

-

580

-

-

△ 106

-

-

小　　　　計 686 580 △ 106

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

14,017

21,163

-

29,849

21,334

-

15,832

170

-

小　　　　計 35,181 51,183 16,002

合　　　　計 35,867 51,763 15,895

(注)１．時価の算定方法

上場有価証券 … 主に東京証券取引所の最終価格

上記以外の債券 … 日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残

存償還期間等を勘案して算定した価格

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

流動資産に属するもの

中期国債ファンド　　　　　　　　　　　　　　　　64 百万円

固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式該当なし）　　　　　　 532 百万円

残存償還期間が１年以内の非上場公募債券　　　 5,059 百万円

〔デリバティブ取引関係〕

当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）および前連結会計年度（平

成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（時価の算定が困難なものを除く）



〔セグメント情報〕

１．事業の種類別セグメント情報

○ 当中間連結会計期間（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）

証券金融業 情報処理サービス業 計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

11,410

8

11,418

9,230

2,187

1,702

45

1,747

1,872

△ 125

13,112

53

13,165

11,103

2,061

-

(53)

(53)

(53)

-

13,112

-

13,112

11,050

2,061

○ 前連結会計年度（平成１１年４月１日から平成１２年３月３１日まで）

証券金融業 情報処理サービス業 計 消去又は全社 連 結

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

 営 業 収 益 及 び 営 業 損 益

営 業 収 益

(1)外部顧客に対する営業収益

(2)セグメント間の内部営業収益

計

営 業 費 用

営 業 利 益

21,627

16

21,643

17,543

4,100

3,957

59

4,016

3,924

91

25,584

76

25,660

21,468

4,192

-

(76)

(76)

(76)

-

25,584

-

25,584

21,391

4,192

（注）１．事業区分は事業内容の実態を勘案して区分しております。

２．各事業の主な営業収益

 (1) 証 券 金 融 業…貸付金利息、有価証券貸付料等

 (2) 情報処理サービス業…事務計算受託料等

３． 会計処理基準等の変更

 （当中間連結会計期間）

該当事項はありません。

 （前連結会計年度）

「連結財務諸表作成のための基本となる事項」４.(3)に記載のとおり、当連結会計年度より連結子

会社１社が役員退職慰労引当金を計上しております。

この変更に伴い、従来の方法によった場合に比較して、「証券金融業」において当連結会計年度の

営業費用は 26 百万円増加し、営業利益は同額減少しております。

２．所在地別セグメント情報

在外子会社がないため該当事項はありません。

３．海外売上高

該当事項はありません。



［１株当たり情報］

当 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１株当たり中間純利益

1,018 円 07 銭

19 円 41 銭

１ 株 当 た り 純 資 産 額

１株当たり当期純利益

986 円 86 銭

28 円 12 銭

    なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、転換社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

    なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、転換社債等潜在株式がないため記載してお

りません。

［重要な後発事象］

該当事項はありません。

（２） そ の 他

該当事項はありません。





                        中 間 監 査 報 告 書

日本証券金融株式会社

    取締役社長  小島  邦夫殿

                   平成 12 年 12 月 15 日

                                        東陽監査法人

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  野口  喜一

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  小林    祐

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  木曽  安一

当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の

状況」に掲げられている日本証券金融株式会社の平成 12 年 4 月 1 日から平成 13 年 3 月 31

日までの第 91 期事業年度の中間会計期間（平成 12 年 4 月 1 日から平成 12 年 9 月 30 日ま

で）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査

を行った。

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠し、中間監査に係る通常実施すべき監査手続を実施した。すなわち、この中間監査にお

いて当監査法人は、中間監査実施基準二に準拠して財務諸表の監査に係る通常実施すべき監

査手続の一部を省略した。

中間監査の結果、中間財務諸表について会社の採用する会計処理の原則及び手続は、一般

に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し、かつ、前事業年度と同一の基準

に従って継続して適用されており、また、中間財務諸表の表示方法は、「中間財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 52 年大蔵省令第 38 号）の定めるところに

準拠しているものと認められた。

よって、当監査法人は、上記の中間財務諸表が日本証券金融株式会社の平成 12 年 9 月 30

日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 12 年 4 月 1 日から平成 12

年 9 月 30 日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

（注）会社は、当中間会計期間より中間財務諸表作成の基本となる重要な事項及び追加

情報の注記に記載のとおり、退職給付に係る会計基準及び金融商品に係る会計基準が適

用されることとなるため、これらの会計基準により中間財務諸表を作成している。

                                                             以     上





                        中 間 監 査 報 告 書

日本証券金融株式会社

    取締役社長  小島  邦夫殿

                   平成 11 年 12 月 15 日

                                        東陽監査法人

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  野口  喜一

                                        代表社員

                                        関与社員  公認会計士  小林    祐

当監査法人は、証券取引法第 193 条の 2 に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本証券金融株式会社の平成 11 年 4月 1 日から平成 12年 3 月 31日まで

の第 90 期事業年度の中間会計期間（平成 11 年 4 月 1 日から平成 11 年 9 月 30 日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。

この中間監査に当たって、当監査法人は、一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に

準拠し、「中間財務諸表監査基準」に定める中間財務諸表の監査手続きのうち、当監査法人

が必要と認めた中間監査手続きを実施した。

中間監査の結果、当監査法人は、上記の中間財務諸表が一般に公正妥当と認められる中間

財務諸表の作成基準に準拠して日本証券金融株式会社の第 90 期事業年度の中間会計期間

（平成 11 年 4 月 1 日から平成 11 年 9 月 30 日まで）に関する有用な会計情報を表示してい

るものと認める。

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法により記載すべき利害関係はな

い。

以      上

                                            主たる事務所

                                              東京都中央区銀座 6 丁目 13 番 16 号

                                            関与社員が主として執務した事務所

                                              同      上





２． 中 間 財 務 諸 表 等

（１）中間財務諸表

① 中間貸借対照表

前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

（平成１１年９月３０日現在）（平成１２年９月３０日現在）（平成１２年３月３１日現在）

期　　別

科　　目
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（資　産　の　部）

Ⅰ　流　動　資　産

1. 現 金 及 び 預 金

2. コ ー ル ・ ロ ー ン

3. 有 価 証 券

4. 貸 付 金

(1)  貸 借 取 引 貸 付 金

(2)  公 社 債 貸 付 金

(3)  一 般 貸 付 金

(4)  そ の 他 の 貸 付 金

4.貸 付 有 価 証 券

5.保 管 有 価 証 券

6.寄 託 有 価 証 券

7.繰 延 税 金 資 産

8.借入有価証券代り金

9.そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 計

Ⅱ　固　定　資　産

1. 有 形 固 定 資 産

2. 無 形 固 定 資 産

3. 投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 計

※1

※1

※1

※1

※1

※2

※1

1,715

6,700

-

1,370,249

(1,199,896)

(46,916)

(83,410)

(40,026)

1,209,182

270,217

1,294,049

-

724,054

6,518

△1,923

4,880,765

2,145

279

37,041

△50

39,415

99.2

0.8

1,903

-

163,670

1,216,731

(927,841)

(195,118)

(67,296)

(26,475)

2,090,462

215,545

950,476

229

1,641,492

1,178

△1,776

6,279,913

2,228

203

78,142

△20

80,554

98.7

1.3

4,349

39,000

686

1,682,828

(1,512,182)

(50,223)

(82,739)

(37,684)

1,593,237

239,054

1,780,304

131

784,333

597

△3,359

6,121,164

2,100

249

36,790

△24

39,115

99.4

0.6

資 産 合 計 4,920,181 100.0 6,360,468 100.0 6,160,280 100.0



前中間会計期間末 当中間会計期間末
前 事 業 年 度 の
要 約 貸 借 対 照 表

（平成１１年９月３０日現在）（平成１２年９月３０日現在）（平成１２年３月３１日現在）

期　　別

科　　目
金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

（負　債　の　部）

Ⅰ　流　動　負　債

1. コ ー ル ・ マ ネ ー

2. 売 渡 手 形

3. 短 期 借 入 金

4. コマーシャル・ペーパー

5. 未 払 法 人 税 等

6. 賞 与 引 当 金

7. 貸 借 取 引 担 保 金

8. 貸付有価証券代り金

9. 預 り 金

10. 預 り 担 保 有 価 証 券

11. 借 入 有 価 証 券

12. 貸 付 有 価 証 券 見 返

13. そ の 他 の 流 動 負 債

流 動 負 債 計

Ⅱ　固　定　負　債

1. 繰 延 税 金 負 債

2. 退 職 給 与 引 当 金

3. 退 職 給 付 引 当 金

4. 役員退職慰労引当金

固 定 負 債 計

※3

733,680

-

18,307

210,000

1,007

299

19,535

1,052,192

8,490

1,792,006

970,943

10,500

1,561

4,818,524

-

2,190

-

487

2,677

97.9

0.1

462,360

11,000

234,978

168,200

1,563

288

37,574

2,069,963

8,354

1,452,787

1,793,697

10,000

1,857

6,252,624

815

-

2,317

359

3,492

98.3

0.1

414,800

-

134,763

431,500

1,026

197

39,464

1,409,924

10,601

2,303,182

1,300,414

9,000

1,676

6,056,550

-

2,109

-

553

2,662

98.3

0.1

負 債 合 計 4,821,202 98.0 6,256,117 98.4 6,059,213 98.4

（資　本　の　部）

Ⅰ　資　　本　　金

Ⅱ　資 本 準 備 金

Ⅲ　利 益 準 備 金

Ⅳ　その他の剰余金

1. 任 意 積 立 金

2. 中間(当期)未処分利益

そ の 他 の 剰 余 金 計

Ⅴ　その他有価証券評価差額金

10,000

5,181

2,078

77,468

4,251

81,719

-

0.2

0.1

0.0

1.7

-

10,000

5,181

2,192

79,464

4,955

84,420

2,557

0.2

0.1

0.0

1.3

0.0

10,000

5,181

2,078

77,464

6,342

83,807

-

0.2

0.1

0.0

1. 3

-

資 本 合 計 98,979 2.0 104,351 1.6 101,067 1.6

負 債 ・ 資 本 合 計 4,920,181 100.0 6,360,468 100.0 6,160,280 100.0



② 中間損益計算書

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間
前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

期　　別

科　　目

金　　　額 百分比 金　　　額 百分比 金　　　額 百分比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

Ⅰ 営 業 収 益 9,630 100.0 10,087 100.0 19,633 100.0

1. 貸 付 金 利 息

(1) 貸借取引貸付金利息

(2) 公 社 債 貸 付 金 利 息

(3) 一 般 貸 付 金 利 息

(4) その他の貸付金利息

2. 借入有価証券代り金利息

3. 受 取 手 数 料

4. 有 価 証 券 貸 付 料

5. そ の 他

4,079

(2,996)

(48)

(992)

(42)

609

143

4,798

-

4,567

(3,499)

(64)

(970)

(33)

974

139

4,262

143

10,111

(7,932)

(97)

(2,001)

(79)

1,301

304

7,915

-

Ⅱ 営 業 費 用 4,979 51.7 5,267 52.2 8,954 45.6

1. 支 払 利 息

(1) 借 入 金 利 息

(2) そ の 他 の 支 払 利 息

2. コマーシャル・ペーパー利息

3. 支 払 手 数 料

4. 有 価 証 券 借 入 料

営 業 総 利 益

383

(125)

(258)

63

313

4,219

4,651 48.3

969

(362)

(607)

154

321

3,821

4,820 47.8

1,287

(434)

(853)

367

526

6,772

10,679 54.4

Ⅲ 一 般 管 理 費 ※1 3,325 34.5 3,240 32.1 7,437 37.9

営 業 利 益 1,325 13.8 1,579 15.7 3,241 16.5

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※2 414 4.3 430 4.3 795 4.0

Ⅴ 営 業 外 費 用 0 0.0 0 0.0 0 0.0

経 常 利 益 1,739 18.1 2,009 20.0 4,036 20.5

Ⅵ 特 別 利 益 ※3 497 5.2 1,587 15.7 16 0.1

Ⅶ 特 別 損 失 ※4 4 0.1 464 4.6 4 0.0

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

過 年 度 税 効 果 調 整 額

税効果会計適用に伴う
圧縮記帳積立金取崩額

中間（当期）未処分利益

2,232

1,011

-

1,221

3,029

-

-

4,251

23.2

10.5

12.7

3,132

1,570

△294

1,857

3,098

-

-

4,955

31.1

15.6

△2.9

18.4

4,048

1,716

△82

2,414

3,029

895

3

6,342

20.6

8.7

△0.4

12.3



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

１． 正規の決算において採用してい

る会計処理の原則および手続きと

異なる事項

 (1)減価償却費

中間会計期間末日現在の有形固

定資産にかかる年間償却見積額を

期間により按分して計上しており

ます。

 (2)退職給与引当金繰入額

当社の退職金支給規程に基づき

算出した年間繰入見積額の 2 分の

１相当額を計上しております。

 (3)貸倒引当金

前事業年度末の貸倒引当金設定

の対象となる債権額により計算し

た額を計上しております。

なお、平成１０年度の法人税法

の改正（段階的な繰入率の逓減）

に伴い、前事業年度末の当該債権

額に当事業年度に適用される繰入

率を乗じて計算した金額を計上し

ております。

 (4)法人税・住民税および事業税

中間会計期間を一事業年度とみ

なして計算した課税所得に基づく

税額を計上しております。

２．資産の評価基準および評価方法

有価証券

移動平均法による原価法を採用

しております。

１．資産の評価基準および評価方法

有価証券

満期保有目的債券

…償却原価法

子会社株式及び関連会社株式

…移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの

…中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの

…移動平均法による原価法

１．資産の評価基準および評価方法

有価証券

移動平均法による原価法を採用

しております。



前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

３．固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

法人税法の規定による耐用年数

（自動車を除く）を採用し、定率

法により償却しております。

２．固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

定率法を採用しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

３．引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率

（法人税法の経過措置による法定

繰入率が貸倒実績率を超える場合

には法定繰入率）による計算額を、

貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給対象期間に基づく当

期の支給見込額を計上しておりま

す。

 (3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において発生

していると認められる額を計上し

ております。

なお、会計基準変更時差異（903

百万円）については１年で費用処

理し、当中間会計期間末ではその

1/2 を計上しております。

２．固定資産の減価償却の方法

 (1)有形固定資産

定率法を採用し、自動車を除い

ては法人税法に規定する耐用年数

により償却しております。

(2) 無形固定資産

定額法を採用し、法人税法に規

定する耐用年数により償却してお

ります。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

３．引当金の計上基準

 (1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、法人税法の定める法定繰

入率による限度額のほか、個別債

権について回収可能性を検討して

計上しております。

(2)賞与引当金

同　　　左

(3)退職給与引当金

従業員の退職金の支払に備える

ため、当社の退職金支給規程に基

づく会社都合による期末退職金要

支給額から期末在籍者にかかる適

格退職年金資産残高を控除した額

が退職給与引当金の期末残高とな

るよう計上しております。

また、取崩は退職者の前期末退

職金要支給額によっております。



前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

４．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引にかかる

方法に準じた会計処理によって

おります。

５．消費税等の処理方法

税抜方式を採用しております。

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

同　　　左

５．消費税等の処理方法

同　　　左

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

４．リース取引の処理方法

同　　　左

５．消費税等の処理方法

同　　　左



会計処理方法の変更

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

役員退職慰労引当金の計上

役員退職慰労金の支払に備え

るため、内規に基づく中間会計期

間末における要支給額を計上し

ております。

役員退職慰労金は、従来支出時

の費用として処理しておりまし

たが、内規の整備を機会に、同慰

労金を役員の在任する各期に合

理的に配分し、期間損益の適正化

を図るため、前事業年度下期にお

いて内規に基づく期末要支給額

を引当計上する方法に変更いた

しました。

なお、役員退職慰労金の内規の

整備に関する取締役会決議を前

事業年度下期に行ったため、前中

間会計期間は従来の方法によっ

ております。このため、前中間期

に変更を行った場合に比べて、前

中間会計期間の経常利益は 57 百

万円、税引前中間純利益は 206

百万円それぞれ多く計上されて

おります。

表示方法の変更

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日

至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日

至 平成１２年９月３０日

未払事業税および未払事業所税については、前中間

会計期間においては「未払事業税等」として表示し

ておりましたが、当中間会計期間においては未払事

業税 222 百万円については「未払法人税等」に含め、

未払事業所税 5 百万円については「その他の流動負

債」に含めて表示しております。

「有価証券」は前中間期まで、「その他の流動資産」

に含めて表示しておりましたが、当中間期より区分

掲記しております。

なお、前中間期末の「有価証券」の金額は 5.986

百万円であります。



追 加 情 報

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

（事業税）

前中間会計期間において「一般

管理費」に含めておりました「事

業税」（当中間期 217 百万円）は、

中間財務諸表等規則の改正により

「法人税および住民税」（当中間

期 794 百万円）に含め、当中間会

計期間においては「法人税、住民

税及び事業税」として表示してお

ります。

（ソフトウェア）

前事業年度まで「投資その他の

資産」に計上しておりました自社

利用のソフトウェアについては、

「研究開発費及びソフトウェアの

会計処理に関する実務指針」（日

本公認会計士協会会計制度委員会

報告第 12 号　平成 11 年 3 月 31

日）における経過措置の適用によ

り、従来の会計処理方法を継続し

て採用しております。

ただし、同報告により上記にか

かるソフトウェアの表示について

は、「投資その他の資産」から「無

形固定資産」に変更し、減価償却

の方法については、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

（ソフトウェア）

前期まで投資その他の資産の

「長期前払費用」に計上しており

ました自社利用のソフトウェアに

ついては、「研究開発費及びソフ

トウェアの会計処理に関する実務

指針」（日本公認会計士協会会計

制度委員会報告第 12 号　平成

11 年 3 月 31 日）における経過措置

の適用により、従来の会計処理方

法を継続して採用しております。

ただし、同報告により上記にか

かるソフトウェアの表示について

は、投資その他の資産の「長期前

払費用」から無形固定資産の「ソ

フトウェア」に変更し、減価償却

の方法については、社内における

利用可能期間（5年）に基づく定額

法によっております。

（税効果会計）

財務諸表等規則の改正により、

当期から税効果会計を適用して財

務諸表を作成しております。これ

に伴い、従来の税効果会計を適用

しない場合と比較し、繰延税金資

産 977 百万円（流動資産 131 百万

円、投資その他の資産 846 百万円）

が新たに計上されるとともに、当

期純利益は 82 百万円、当期未処分

利益は 977 百万円多く計上されて

おります。



前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

（退職給付会計）

当中間期から退職給付にかかる

会計基準（「退職給付に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成 10 年 6 月 16

日））を適用しております。この

結果、従来の方法によった場合と

比較して、退職給付費用は 18 百万

円増加したものの、厚生年金掛金

等を調整した経常利益は 9 百万円

増加し、税引前中間純利益は 442

百万円減少しております。

また、退職給与引当金及び企業

年金制度の過去勤務債務等にかか

る未払金は、退職給付引当金に含

めて表示しております。

（金融商品会計）

当中間期から金融商品にかかる

会計基準（「金融商品に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成 11 年 1 月 22

日））を適用し、その他有価証券

を時価評価したことによるその他

有価証券評価差額金 2,557 百万円

および繰延税金負債 1,859 百万円

を計上しております。

また、期首時点で保有する有価

証券の保有目的を検討し、満期保

有目的の債券およびその他有価証

券に含まれている債券のうち１年

内に満期の到来するものは流動資

産の有価証券として、それら以外

は投資有価証券として投資その他

の資産に含めて表示しておりま

す。その結果、流動資産の有価証

券は 3,378 百万円増加、投資有価

証券は同額減少しております。



［注　記　事　項］

（中間貸借対照表関係）

前 中 間 会 計 期 間 末

（平成１１年９月３０日現在）

当 中 間 会 計 期 間 末

（平成１２年９月３０日現在）

前 事 業 年 度 末

（平成１２年３月３１日現在）

※1　このうち

保 管 有 価 証 券

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

その他の流動資産

投資その他の資産

83,200 百万円

810,743 百万円

724,054 百万円

4,999 百万円

224 百万円

※1　このうち

有 価 証 券

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投資その他の資産

4,000 百万円

574,862 百万円

1,641,492 百万円

10,062 百万円

※1　このうち

寄 託 有 価 証 券

借入有価証券代り金

投資その他の資産

1,054,596 百万円

784,333 百万円

131 百万円

は次の債務の担保に供しております。 は次の債務の担保に供しております。 は次の債務の担保に供しております。

コール・マネー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

448,380 百万円

10,631 百万円

670,737 百万円

コール・マネー

売 渡 手 形

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

307,260 百万円

11,000 百万円

118,561 百万円

1,581,098 百万円

コール・マネー

短 期 借 入 金

借 入 有 価 証 券

205,800 百万円

103,561 百万円

738,741 百万円

なお、上記の担保提供資産のほか、

公社債貸付金および一般貸付金等の受

入担保有価証券 83,627 百万円を債務

の担保に供しております。

なお、上記の担保提供資産のほか、

公社債貸付金および一般貸付金等の受

入担保有価証券 209,958 百万円を債務

の担保に供しております。

なお、上記の担保提供資産のほか、

公社債貸付金および一般貸付金等の受

入担保有価証券 45,521 百万円を債務

の担保に供しております。

※2　有形固定資産より控除した減価償

却累計額は 2,557 百万円でありま

す。

※3　仮払消費税等および仮受消費税等

は相殺のうえ、その他の流動負債に

含めて表示しております。

※2　有形固定資産より控除した減価償

却累計額は 2,618 百万円でありま

す。

※3　　　　　同　　　左

※2　有形固定資産より控除した減価償

却累計額は 2,602 百万円でありま

す。

※3



（中間損益計算書関係）

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前 事 業 年 度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

※1　このうち、当中間期の減価償却実

施額は次のとおりであります。

※1　このうち、当中間期の減価償却実

施額は次のとおりであります。

※1　このうち、当期の減価償却実施額

は次のとおりであります。

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

48 百万円

50 百万円

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

39 百万円

45 百万円

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

96 百万円

95 百万円

※2　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

※2　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

※2　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

有 価 証 券 利 息

受 取 利 息

194 百万円

7 百万円

有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

188 百万円

139 百万円

有 価 証 券 利 息

受 取 配 当 金

394 百万円

242 百万円

※３　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

※３　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

※３

貸倒引当金戻入益 481 百万円 貸倒引当金戻入益 1,586 百万円

※４ ※４　このうち、重要なものは次のとお

りであります。

※４

過年度退職給付費用 451 百万円

（税効果会計関係）

（当中間会計期間）（平成１２年４月１日から平成１２年９月３０日まで）

中間会計期間に係わる納付税額および法人税等調整額は、当期において予定している利益処分による圧縮

記帳積立金の取崩しを前提として、当中間会計期間に係わる金額を計算しております。



（リース取引関係）

前 中 間 会 計 期 間

自 平成１１年４月　１日
至 平成１１年９月３０日

当 中 間 会 計 期 間

自 平成１２年４月　１日
至 平成１２年９月３０日

前　事　業　年　度

自 平成１１年４月　１日
至 平成１２年３月３１日

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引は次のとお

りであります。

(1)リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引は次のとおりで

あります。

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額

取得価額

相 当 額

減 価 償 却

累計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減 価 償 却

累計額相当額

中 間 期 末

残高相当額

取得価額

相 当 額

減 価 償 却

累計額相当額

期 末 残 高

相 当 額

車両及び

運 搬 具

百万円

12

百万円

3

百万円

8
車両及び

運 搬 具

百万円

12

百万円

7

百万円

4
車両及び

運 搬 具

百万円

12

百万円

5

百万円

6

器具及び備品 17 1 15 器具及び備品 167 19 147 器具及び備品 21 2 18

合 計 29 5 24 合 計 179 27 152 合 計 33 8 24

（注）取得価額相当額は、未経過リ
ース料中間期末残高が有形固定
資産の中間期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み
法により算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

１年内　　　 6 百万円

１年超　　　17 百万円

合　計　　　24 百万円

（注）未経過リース料中間期末残高
相当額は、未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産の中間期
末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定し
ております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料　　　　 4 百万円

減価償却費相当額　　 4 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。

（注）取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資
産の中間期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法に
より算定しております。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額

１年内　　  35 百万円

１年超　　 118 百万円

合　計　　 153 百万円

（注）未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の中間期末残
高等に占める割合が低いため、支
払利子込み法により算定しており
ます。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料　　　　20 百万円

減価償却費相当額　　19 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　左

（注）取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法により算定
しております。

(2)未経過リース料期末残高相当額

１年内　　　 7 百万円

１年超　　　17 百万円

合　計　　　25 百万円

（注）未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。

(3)支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料　　　　 7 百万円

減価償却費相当額　　 6 百万円

(4)減価償却費相当額の算定方法

同　　　左



（有価証券関係）

当中間連結会計期間にかかる「有価証券」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）およ

び前連結会計年度にかかる「有価証券の時価等」については、中間連結財務諸表における注記事項とし

て記載しております。

（前中間会計期間）（平成 11 年 9 月 30 日現在）

有 価 証 券 の 時 価 等

中間貸借対照表計上額 時　　　価 評価損(△)益

百万円 百万円 百万円

流動資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

688

-

-

730

-

-

42

-

-

小 計 688 730 42

固定資産に属するもの

株 式

債 券

そ の 他

3,954

21,419

-

29,717

21,812

-

25,762

392

-

小 計 25,373 51,529 26,155

合 計 26,062 52,260 26,198

（注）１．時価の算定方法

(1) 上場有価証券

主に東京証券取引所の最終価格によっております。

(2) 上記以外の債券（時価の算定が困難なものを除く。）

日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等

を勘案して算定した価格によっております。

２． 流動資産に属する株式には自己株式を含めて表示しております。なお、評価損は

0百万円であります。

３． 開示の対象から除いた有価証券の中間貸借対照表計上額

流動資産に属するもの

買現先の有価証券（債券）　　　　　　　　　5,299 百万円

固定資産に属するもの

非上場株式（店頭売買株式該当なし）　　　　8,582 百万円

残存償還期間が１年以内の非上場公募債券　　2,059 百万円

（当中間会計期間）（平成 12 年 9 月 30 日現在）

有  価  証  券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時   価 差   額

百万円 百万円 百万円

子 会 社 株 式 - - -

関 連 会 社 株 式 515 14,211 13,695



（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間および前連結会計年度にかかる「デリバティブ取引」については、中間連結財務諸表

における注記事項として記載しております。

前中間会計期間（平成１１年４月１日から平成１１年９月３０日まで）

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

（２） そ の 他

平成１２年１０月３０日開催の取締役会において、株式の消却の手続に関する商法の特例に関する法律第

３条の規定に基づき、自己株式を買い受けて消却することを決議しております。



第６  提 出 会 社 の 参 考 情 報

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

提        出        書        類 提     出     日 提 出 先

有 価 証 券 報 告 書

およびその添付書類

事業年度
(第 90期)

自平成11年 4月 1日

至平成12年 3月 31日
平成 12 年  6 月 29 日

関    東
財務局長

発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 12 年  4 月 10 日
関    東
財務局長

訂 正 発 行 登 録 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 1 2 年 6 月 2 9 日
関    東
財務局長

発 行 登 録 取 下 届 出 書（コマーシャル・ペーパー） 平成 12 年 10 月 31 日
関    東
財務局長





第  二  部   提  出  会  社  の  保  証  会  社  等  の  情  報

該 当 事 項 は あ り ま せ ん 。




